
  

 

 

                          

２０２１年３月２５日 

損害保険ジャパン株式会社 

 

自動運航船のリスクアセスメントに関する共同調査研究開始 

～海上の自動運航の実現を支援～ 
 

 

損害保険ジャパン株式会社（取締役社長：西澤 敬二、本社：東京都新宿区、以下「損保ジャパン」）

は一般財団法人日本海事協会（会長：坂下 広朗、本部：東京都千代田区、以下「日本海事協会」）と、

操船関連のヒューマンエラー防止による安全性向上や船員の人手不足解消、作業負担軽減、労働条件 

改善等が期待されている自動運航船分野において、２０２１年２月に共同でリスクアセスメント※の 

調査研究を行うことに合意しました。 
※ リスク分析・評価を行い、リスク軽減やリスク対応策を策定実施するリスク管理手法 

 

１．背景と目的 

操船関連のヒューマンエラーによる海難事故のうち９割以上が認知・判断段階に起因する事故であり、

認知・判断段階のエラーを減らす操船支援技術等により、安全性の向上が期待されています。 

２０１７年６月に政府が閣議決定した「未来投資戦略２０１７」では、２０２５年までに自動運航船

の実用化を目指すことを明記しており、２０１８年６月には国土交通省が実用化への３段階のロード 

マップを作成しました。２０２５年までのフェーズⅡでは、最終意思決定者はあくまで船員であるもの

の、船上機器がシステムとして統合・相互に通信しながら一体的に機能し、高度なデータ解析技術や 

ＡＩ技術によって、船員がとるべき行動の具体的な提案を行うことを目指しています。また、判断に必

要な情報を視聴覚的に提示する船舶や、陸上からの船上機器の直接的操作も可能となる船舶建造も想定

されています。※１ 

一方、自動運航船より先を見据えた無人運航船の実用化を目指している公益財団法人日本財団では、

「ＭＥＧＵＲＩ２０４０」と命名した無人運航船プロジェクトを実施しており、２０２０年６月、無人

運航船の実証実験にかかる技術開発共同プログラムとして５つのコンソーシアムへの助成を発表しま

した。※２ 

２０２０年１２月には国土交通省が自動運航船の実用化に向けた安全設計ガイドラインを発表しま

した。今回のプレスリリース内容であるリスクアセスメントに関連する項目として「リスク評価の実施」

も主な留意すべき事項として掲げられています。※３ 

自動運航船や無人運航船の実用化に向けた世界の動きは加速しており、日本でも官民が連携して開発

を進めていますが、安心・安全な船の航海の提供および国際競争力を維持するうえで、自動運航船の 

開発を後押ししていくことの重要性は今後ますます高まると考えられます。 

また、自動運航船の開発を行う中で、リスクアセスメントを行うことは自動運航船にかかわるリスク

を低減させ、自動運航船の実用化を早めることが期待できるため、精度の高いリスクアセスメントを 

構築することは重要といえます。 

事故のない安心・安全な航海の支援と海上の自動運航船の早期実用化を目的とし、損保ジャパンは 

日本海事協会と自動運航船用リスクアセスメントの共同調査研究を行い、その成果を公表します。 
※１ 出典 「未来投資戦略 2017」 

※２ 出典 公益財団法人日本財団ホームページ 

※３ 出典 国土交通省ホームページ 

 



 

 

 

 

２．共同調査研究の概要 

損保ジャパンの長年にわたる船舶保険の引受によって培われた船舶の運航・管理に伴うリスクに関す

る知見、日本海事協会の船舶に関する知見、ＳＯＭＰＯグループでリスクマネジメント業務を担う 

ＳＯＭＰＯリスクマネジメント株式会社（取締役社長：桜井 淳一、本社 東京都新宿区 以下 

「ＳＯＭＰＯリスクマネジメント」）が持つ自動車の自動運転実用化のためのリスクアセスメントに 

関する知見の強みを活かして、分野が違うと考えられていた『自動車』と『船』とのリスクアセス 

メントの技術を共有することで、自動運航船用リスクアセスメントの調査研究を進めます。 

また、本取組みを通じて、自動運航船の実証および実装の中で目指す、安全な航海を支えるための 

リスクマネジメントについても調査研究して参ります。 

 

３．今後について 

 損保ジャパンおよび日本海事協会は、２０２１年２月から本協定に基づき共同調査研究を開始し、 

自動運航船に最適なリスクアセスメントの調査研究を進め、２０２２年度内の研究成果のリリースを 

目指すとともに、事故のない安心・安全な船の航海を支え、海運業界の発展に寄与していきます。 

 また、損保ジャパンおよびＳＯＭＰＯリスクマネジメントはこの共同調査研究成果をもとに、保険 

への活用を検討していくとともに、自動運航船リスク評価のコンサルティング市場への参入を検討して

いきます。 

 

以上 

 

 


